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ムを核とした無形資産価値の最大化 
 

エグゼクティブサマリ 
 

本レポートは、三井物産株式会社（以下、三井物産）の知的財産（以下、知財）戦略について、網羅

的かつ分析的な視点から詳述するものです。同社の戦略は、伝統的な特許ポートフォリオ構築とは

一線を画し、事業戦略と不可分一体の形で進化している点が最大の特徴です。以下に主要な分析

結果を要約します。 

●​ 戦略の根幹： 三井物産の知財戦略は、「中期経営計画2026」に示される「Creating 
Sustainable Futures」というビジョンから派生しています。これは、社会課題の解決を起点とし
た「事業創出」そのものを戦略の中核に据えるものであり、知財はその事業を構成する無形資

産として位置づけられます。 
●​ 脱・自前主義： 有価証券報告書等において、巨額の研究開発費は計上されていません。これ

は、知財創出の源泉が社内研究所ではなく、外部の最先端技術やビジネスモデルにあることを

示唆しています。戦略は、外部知財の「探索」「評価」「獲得」「統合」に最適化されています。 
●​ 組織体制： CDIO（Chief Digital Information Officer）の強力なリーダーシップの下、「三井物産

戦略研究所 知的財産室」が投資・提携候補の知財デューデリジェンスを担い、「Moon Creative 
Lab」が新規事業をインキュベートするなど、オープンイノベーションを体系的に実行する組織が
構築されています。 

●​ 事業創出（DX/GX）： 「e-dash」による脱炭素化支援や、「森林DX」によるJ-クレジット創出な
ど、社会課題（GX）や既存資産（森林）をデジタル技術（DX）で再定義し、新たな無形資産（デー
タプラットフォーム、排出権）を生み出す「Phygital（Physical + Digital）」戦略を実践しています。 

●​ 外部知財の獲得（CVC）： CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）投資は、財務的リターンの
みならず、最先端技術へのアクセス手段として機能しています。「Bearing.ai」（海事AI）や量子
コンピュータ分野への投資は、自社で開発するにはリスク・コストが高い領域のR&Dを効果的に
アウトソースする戦略です。 

●​ エコシステム戦略（JV）： 「GEOTRA」（都市DX）や「ダイナミックプラス」（価格最適化）といった共
同事業体（JV）の設立は、同社戦略の真骨頂です。パートナー企業のアセット（KDDIの位置情
報データ等）と自社の事業開発力を組み合わせ、他社が模倣困難な「データ」という競争優位の

源泉を共同で創出・保有しています。 
●​ 競合との差別化： 産業技術の優位性確保を目指す三菱商事や、コンテンツIPの垂直統合を図

る伊藤忠商事とは異なり、三井物産は多様な産業を横断する「デジタルエコシステムの構築・運

営者」としての地位確立を目指す点で独自性が際立ちます。 
●​ 主要リスク： パートナーへの依存、技術流出といった経済安全保障上のリスク、そして伝統的な

トレーディング事業と新規デジタル事業との間の「社内カルチャーの相克」が中期的な課題とし

て挙げられます。 



●​ 今後の展望： 各事業で構築したデジタルプラットフォームの連携（例：海運×脱炭素）や、創出し
た無形資産（データ、クレジット）の市場を形成する「マーケットメーカー」への進化が期待されま

す。 
●​ 戦略的示唆： 今後の成功は、無形資産の価値を適切に評価する新たな経営指標の導入、地政

学リスクへの対応、そして何よりも全社的なデジタルケイパビリティの底上げと、新旧事業の融

合を促進する経営の強い意志にかかっていると推察されます。 

 

背景と基本方針 
 

三井物産の知的財産戦略を理解する上で最も重要な点は、それが独立した「知財ポリシー」として存

在するのではなく、企業全体の経営戦略、特に「中期経営計画2026」に内包された、事業創出プロ
セスの必然的な帰結として現れるという事実です¹⁰。伝統的な製造業が研究開発（R&D）活動から得
られた発明を特許で保護するのとは対照的に、三井物産の戦略は、社会課題の解決を起点とする

新たなビジネスモデルやエコシステムの構築そのものを目的としており、その過程で生まれる、ある

いは外部から獲得する技術、データ、ノウハウ、ブランドといった広義の「無形資産」を競争力の源泉

と位置づけています。このアプローチは、同社が総合商社として歩んできた歴史的変遷の延長線上

にあり、かつ未来の成長に向けた明確な意志の表れであると分析できます。 

歴史的に、三井物産は日本の高度経済成長期において、石炭、石油、鉄鉱石といったエネルギー・

資源の安定確保や、インフラ整備プロジェクトへの参画を通じて、国の産業基盤を支える役割を担っ

てきました¹。この時代の同社の競争優位性は、世界中に張り巡らされた物理的なネットワーク、資源
権益という「有形資産」、そしてそれらを取引するトレーディング機能にありました。しかし、グローバ

ル化とデジタル化の進展に伴い、単なるモノの仲介だけでは持続的な価値創出が困難になる中で、

同社は事業投資とその投資先の経営に深く関与することで価値を向上させる「事業経営」モデルへ

と軸足を移してきました¹。この流れを決定的に加速させたのが、現在の経営戦略です。 

2023年5月に公表された「中期経営計画2026」は、「Creating Sustainable Futures」をテーマに掲
げ、「グローバル・サステナビリティの視点からあらゆる産業の社会課題を掘り起こし、そこから新し

いビジネスイノベーションを生み出し、強い事業群・新しい産業の創出を目指す」と宣言しています⁹, 
¹⁰, ¹²。この計画の中心に据えられているのが、5つの全社戦略（Corporate Strategy）の一つである
「『創る・育てる・展げる』の推進」です¹⁰。これは、事業の「種」を見つけ出し（創る）、それを中核事業
へと成長させ、周辺事業と組み合わせて事業群を形成し（育てる）、最終的には産業横断的な社会

課題解決のソリューションとして提供する（展げる）というビジネスモデルです¹⁰, ᵇ³。このモデルにおい
ては、もはや伝統的なトレーディングは数ある機能の一つに過ぎず、事業を「創る」段階での構想力

や、それを支える技術・ビジネスモデルといった「無形資産」の獲得と活用が、企業価値を左右する

最重要要素となります。 

この戦略的転換を裏付ける客観的な証拠として、同社の有価証券報告書には、製造業やIT企業に
見られるような大規模な「研究開発活動」に関する項目や、それに伴う多額の研究開発費がほとん

ど記載されていない点が挙げられますᵇ¹, ᵇ⁴。これは、同社のイノベーションが、自社内の閉じた研究



所から生まれるのではなく、社外のスタートアップ、パートナー企業、大学などが持つ最先端の技術

やアイデアを、自社のグローバルな事業基盤や知見と組み合わせることで生まれることを示唆して

います。つまり、三井物産の知財戦略は「発明し、保護する（Invent and Protect）」モデルではなく、
「探索し、展開する（Search and Deploy）」モデルに基づいていると見ることができます。 

このアプローチは、DX（デジタルトランスフォーメーション）とGX（グリーントランスフォーメーション）と
いう二大潮流を事業化の主戦場と定めている点に、より具体的に表れていますᵇ³。例えば、生活産
業セグメントでは「デジタルを活用した価値創出」、エネルギーセグメントでは「環境・次世代エネル

ギー」への取り組みが明記されており、「次世代・機能推進」という専門セグメントも存在しますᵇ¹, ᵇ⁴。
これらは、単なる既存事業の効率化に留まらず、データプラットフォーム、AIアルゴリズム、環境価値
（カーボンクレジットなど）といった、これまで商社のバランスシートには存在しなかった新しいタイプ

の無形資産を創出し、収益の柱とすることを目指すものです。 

したがって、三井物産の知財戦略は、経営戦略が「有形資産の確保」から「無形資産の創出」へと舵

を切ったことに伴い、必然的に形成されたものと言えます。知財を管理する必要性が生じるのは、同

社がテクノロジーを基盤とする新事業のオーナー、あるいは共同オーナーになった「結果」であり、そ

の戦略は、来るべき事業機会を捉えるための能動的な投資・提携活動と表裏一体の関係にあるの

です。これは、同社が「アセット」の定義そのものを、物理的なインフラや資源権益から、独自のデー

タ、予測アルゴリズム、プラットフォーム型ビジネスモデルへと、根本的に書き換えようとしている試み

であると結論付けられます。 
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全体像と組織体制 
 

三井物産の知財戦略は、その外部志向かつ投資主導型のイノベーションを体系的に実行するため

に設計された、多層的で高度な組織体制によって支えられています。この体制は、全社的なデジタ

ルトランスフォーメーションを牽引する経営層のリーダーシップ、将来の事業機会を特定する戦略イ

ンテリジェンス機能、新たな事業の種を育むインキュベーション機能、そして具体的な事業化を推進

する実行部隊が有機的に連携するよう意図的に構築されています。これは、自社内に巨大なR&D部
門を持たない同社が、外部の知恵と技術を効率的に取り込み、事業化するための「オープンイノベー

ション・パイプライン」として機能していると分析できます。 

まず、この体制の頂点に立ち、全社的な方向性を示すのがCDIO（Chief Digital Information Officer
）の存在です。3代目CDIOである福田哲也氏は、2020年から始まったデジタル変革をさらに加速さ
せ、次世代へとつなげることを自らの使命として掲げています³³。CDIOの役割は、単なるITシステム
の統括に留まりません。むしろ、デジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを創出し（攻め）、全

社員がデジタルを標準装備する「総DX戦力化」を推進することで、企業文化そのものを変革すること
にあります³³, ³⁴, ³⁷。このような経営トップによる強いコミットメントが、各組織が連携し、リスクを取って
新しい挑戦を行うための強力な後ろ盾となっています。 

次に、事業機会の「探索」と「評価」を担うのが、同社のシンクタンクである三井物産戦略研究所、特

にその中の技術・イノベーション情報部 知的財産室です。この組織の機能は、伝統的な企業の知財
部が担う特許出願・管理といった受動的な役割とは大きく異なります。彼らの主たる業務は、M&Aや
事業投資の候補となる技術ベンチャーの知財評価、優良な提携先の探索、そして「IPランドスケー
プ」と呼ばれる手法を用いた特定技術分野の将来予測や事業の「攻め筋」の提言です³¹, ⁵⁷, ⁷³。実際
に、同室の求人情報では、「知財×技術×ビジネスの三拍子」を掲げ、「IPランドスケープアーキテクト」
を募集しており、応募条件として特許調査・分析スキルや投資候補の評価経験が求められています

³¹, ⁷³。これは、知的財産室が、知財情報を駆使して投資判断の精度を高め、新たな事業機会を創出
する、社内のM&Aアドバイザリーチームやベンチャーキャピタルのデューデリジェンス部隊に近い役
割を担っていることを明確に示しています。彼らの活動は、受動的な資産保護ではなく、未来の

キャッシュフローを生み出すための能動的な情報分析活動なのです。 

そして、新たな事業の種を「ゼロからイチ」へと育てるインキュベーション機能を担うのが、2019年に
本格稼働したMoon Creative Labですᵇ³。Moonは三井物産グループの「R&D機能」と位置づけら
れ、社員の新たなビジネスアイデアを形にし、その事業化を加速させるためのプラットフォームとして

機能していますᵇ³。ここでは、「Fail Fast / Next Action（早く失敗し、次へ進め）」というシリコンバレー
的な文化が奨励され、外部の才能やパートナーとの共創を通じて、不確実性の高い新規事業への

挑戦が支援されますᵇ³。これは、伝統的な大企業の枠組みの中では生まれにくい破壊的なイノベー



ションの芽を育てるための、意図的に設けられた「出島」のような存在と言えるでしょう。 

最後に、これらの戦略やアイデアを具体的な事業として「実行」するのが、各事業本部に設置された

DX（デジタルトランスフォーメーション）ユニットです。同社のDX総合戦略は、「DX事業戦略（既存事
業の強化と新規価値創出）」と「データドリブン（DD）経営戦略（データ活用による意思決定の高度
化）」の二本柱で構成されていますᵇ³。この戦略に基づき、DXの取り組みは、生産性向上によるコスト
削減（Solution 1）、顧客エンゲージメント向上による売上増（Solution 2）、そして既存事業とは異なる
新たなビジネスモデルの創出（Transformation）の3つに分類され、体系的に推進されていますᵇ³。
CDIOのリーダーシップの下、これらのユニットが全社横断でDX案件を推進し、2025年3月期末時点
で実運用に至った案件は累計60件を超えています³³。 

このように、三井物産は「CDIOによるビジョン提示」→「知的財産室による機会探索・評価」→「Moon
によるインキュベーション」→「DXユニットによる事業化・実装」という、外部のイノベーションを取り込
み商業化するための、一気通貫の組織的パイプラインを構築しています。この体制全体が、同社の

知財戦略、すなわち「外部の無形資産を活用して新たな事業エコシステムを創出する」という戦略を

具現化するためのエンジンとなっているのです。 
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詳細分析①：DX/GXを核とする事業創出と知財 
 

三井物産の知財戦略が最も具体的に現れるのが、DX（デジタルトランスフォーメーション）とGX（グ
リーントランスフォーメーション）という二つのメガトレンドを事業機会として捉え、自らが主体となって

新たなデジタルビジネスを創出している事例です。これらの事業において、「知的財産」とは、単一の

特許や技術ではなく、事業そのものの構造、すなわち独自のデータプラットフォーム、それによって生

まれるネットワーク効果、そして市場における先行者としての地位そのものとなります。ここでは、同

社が既存の規制や資産をデジタル技術で再定義し、新たな無形資産価値を創造している二つの代
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表的なケース、「e-dash」と「森林DX」を分析します。 

 

ケーススタディ1：e-dash（脱炭素化支援プラットフォーム） 
 

「e-dash」は、三井物産社内の事業アイデアから生まれたスタートアップであり、企業のCO2排出量
を可視化し、削減策までを一気通貫で支援するSaaS（Software as a Service）プラットフォームです
¹¹³, ¹¹⁷。この事業の根底にあるのは、脱炭素化という世界的な潮流とそれに伴う規制強化が、企業に
とって避けて通れない経営課題になるという洞察です。かつてはコンプライアンス上のコストや負担

と見なされていたCO2排出量算定・報告という業務を、スケーラブルなデジタルサービスへと転換し
た点に、この事業の戦略的妙味があります。 

e-dashにおける中核的な知的財産は、ソフトウェアそのものに加え、サービス提供を通じて蓄積され
る膨大かつ多岐にわたる企業の環境データです。多くの企業が利用すればするほど、業界平均など

のベンチマークデータの精度が向上し、より価値の高い洞察を提供できるようになります。これにより

強力なネットワーク効果が生まれ、後発企業に対する参入障壁を築くことができます。 

さらに、三井物産はこのプラットフォームの価値を最大化するため、グループ内のアセットを戦略的

に統合しています。2025年8月、同社は元々自社で運営していた製品・サービス単位のCO2排出量
（カーボンフットプリント）を算定するサービス「LCA Plus」をe-dashに事業統合し、「e-dash CFP」とし
てリブランドしました¹¹³, ¹¹⁴, ¹¹⁵, ¹¹⁶, ¹¹⁸。これにより、e-dashは、企業全体の排出量（Scope 1, 2, 3）から
個別の製品ライフサイクルにおける排出量まで、企業の脱炭素化ニーズにワンストップで応えられ

る、国内でも有数の包括的なプラットフォームへと進化しました。これは、グループ内の無形資産を

集中投下し、市場における支配的な地位を確立しようとする明確なエコシステム戦略の一環と見るこ

とができます。 

 

ケーススタディ2：森林DX（サステナブル資産のデジタル化） 
 

「森林DX」は、三井物産が長年にわたり保有してきた物理的資産（フィジカルアセット）を、デジタル技
術を用いて新たな無形資産へと転換する「Phygital（フィジタル）」戦略の典型例です。同社は全国75
カ所、合計約45,400ヘクタールに及ぶ広大な社有林「三井物産の森」を保有しています¹²¹。従来、こ
の森の価値は主に木材生産という観点から評価されてきました。しかし、森林DXの取り組みは、この
伝統的な資産に全く新しい価値のレイヤーを付加するものです。 

この戦略の中核は、ドローンや航空レーザーセンシング、さらにはGoogle Earth Engineのような衛
星画像解析プラットフォームといった最先端のデジタル技術を駆使して、森林が吸収・固定するCO2
の量を科学的かつ高精度に測定することです¹²⁰, ¹²², ¹²³。この客観的で信頼性の高いデータに基づい
て、同社は「J-クレジット」と呼ばれる国内のカーボンクレジットを創出しています¹²⁰。このJ-クレジット



は、他の企業が自社のCO2排出量を相殺（オフセット）するために購入できる、市場で取引可能な金
融商品、すなわち「無形資産」です。ここでの知的財産は、単なる測定技術ではなく、科学的データに

裏付けられた信頼性の高いクレジットを安定的に生成・供給する能力そのものと言えます。 

三井物産の取り組みは、単に自社の森からクレジットを創出するに留まりません。2025年には山梨
県と協定を締結し、約14.5万ヘクタールに及ぶ広大な県有林を活用して共同でJ-クレジットを創出す
るプロジェクトを開始しました¹²⁴。これは、自社で確立した「森林の無形資産化」というビジネスモデル
を、他者が保有する資産へと展開し、プラットフォーマーとして事業をスケールさせようとする野心的

な試みです。さらに、森から産出される木材や残材を活用して、オリジナルのクラフトジンやアロマオ

イルといった付加価値の高い商品を開発し、ブランド価値向上にも繋げています¹¹⁹。 

これらの事例から浮かび上がるのは、三井物産が単に既存事業をデジタル化するのではなく、社会

の構造変化や自社の潜在資産に着目し、そこにデジタル技術を掛け合わせることで、全く新しい市

場と、その市場における競争優位の源泉となる無形資産（データ、プラットフォーム、環境価値）を「創

造」しているという事実です。これは、同社の知財戦略が、事業創出と分かちがたく結びついているこ

とを示す強力な証左と言えるでしょう。 

 

当章の参考資料 
 

1.​ https://adv.tokyo-np.co.jp/prtimes/article53025/ 
2.​ https://e-dash.io/news/post-3163/ 
3.​ https://e-dash.io/news/post-3142/ 
4.​ https://www.mitsui.com/solution/solutions/visualize/e-dash-cfp 
5.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000284.000095916.html 
6.​ https://www.mitsui.com/solution/contents/solutions/visualize/e-dash-cfp 
7.​ https://www.mitsui.com/jp/ja/sustainability/forest/value/index.html 
8.​ https://www.youtube.com/watch?v=nrru91jULDE 
9.​ https://www.mitsui.com/solution/contents/solutions/offset/mitsui-s-forests 
10.​https://cloud.google.com/blog/ja/topics/customers/mitsui-developing-a-forest-patrol-sys

tem-with-google-earth-engine 
11.​https://www.mitsui-forest.co.jp/download/mb-forest_pamphlet_230601.pdf 
12.​https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000375.000078927.html 

 

詳細分析②：CVC・スタートアップ投資を通じた外部知財の獲
得 
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三井物産の知財戦略において、社内での事業創出と並行して極めて重要な役割を果たしているの

が、CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）や直接投資を通じた外部の最先端技術・知財の獲得で
す。このアプローチは、単なる財務的な投資リターンを目的とするものではなく、自社で一から研究

開発を行うには時間、コスト、専門性の観点から非効率あるいは不可能な領域において、グローバ

ルなイノベーションエコシステムを自社のR&D機能として活用する戦略的な活動と位置づけられま
す。これにより、同社は未来の事業の核となりうる破壊的技術へのアクセスを確保し、事業ポート

フォリオの変革を加速させています。 

この戦略は、同社が自らを「オペレーター」として位置づけるのではなく、有望な技術を持つスタート

アップと、その技術を必要とする市場（多くの場合、三井物産が持つグローバルな顧客ネットワーク）

とを結びつけ、資本を供給する「オーケストレーター（指揮者）」としての役割に徹する点に特徴があり

ます。以下に、その具体的な事例を分析します。 

 

ケーススタディ1：Bearing.ai（海事産業におけるAI活用） 
 

海運業界は、国際的な環境規制の強化により、温室効果ガス（GHG）排出量削減という喫緊の課題
に直面しています。この課題解決に不可欠なのが、船舶の運航効率、特に燃費の最適化です。三井

物産は、この領域で最先端の技術を持つ米国のAIスタートアップ、Bearing.aiに出資しています⁸⁷, ⁸⁸, 
⁹⁰, ᵇ⁹。Bearing.aiの強みは、船舶の過去の運航データや気象情報などをディープラーニング（深層学
習）で解析し、極めて高い精度で燃費や性能を予測するAIプラットフォームを開発している点にありま
す⁸⁷, ⁹⁰。 

三井物産にとって、この投資は複数の戦略的価値を持ちます。第一に、自社で膨大なコストをかけて

開発する必要なく、世界トップレベルの海事AI技術へアクセスする権利を得られます。第二に、この
技術を自社の広範なネットワークに属する海運会社（例えば、商船三井や川崎汽船は既に

Bearing.aiの技術導入を発表している）に紹介・提供することで、顧客の課題解決に貢献し、関係性
を強化できます⁸⁸, ⁸⁹, ⁹⁰。ここで獲得している「知財」は、特許そのものというより、GHG削減という業
界全体の課題に対する実用的なソリューションを提供する能力と、それによって構築されるエコシス

テム内での中心的な地位です。これは、投資がR&Dの代替として機能している典型例と言えます。 

 

ケーススタディ2：XeurekaとAI創薬（ヘルスケア・ライフサイエンス分野への進
出） 
 

創薬は、成功確率が低く、開発に莫大な時間とコストを要する典型的なハイリスク・ハイリターン事業

です¹³⁰。近年、このプロセスをAIによって効率化・高速化する「AI創薬」が注目されています。三井物
産は、この成長領域に参入するため、100%子会社として株式会社Xeureka（ゼウレカ）を設立しまし



た¹²⁶, ¹²⁹。 

Xeurekaが推進する「Tokyo-1」プロジェクトは、自社で創薬AIを開発するのではなく、AI開発で世界を
リードするNVIDIA社と連携し、製薬企業が必要とする最先端のGPUスーパーコンピュータといった計
算環境や、創薬DXソリューション、さらには企業間の情報交換コミュニティを包括的に提供するプラッ
トフォーム事業です¹²⁷, ¹²⁸。 

この戦略は、三井物産が自ら創薬研究者になるのではなく、日本の創薬エコシステム全体を活性化

させるための「基盤提供者」としての役割を選択したことを示しています。同社が獲得する知財は、個

別の新薬候補物質の特許ではなく、日本の製薬業界におけるAI創薬のハブとしての地位、最先端
の計算インフラを運用するノウハウ、そして多数の製薬企業とのネットワークです。これは、個別の技

術を獲得するのではなく、イノベーションが生まれる「場」そのものを創出し、コントロールしようとす

る、より高度なエコシステム戦略と言えます。 

 

ケーススタディ3：量子コンピューティング（未来技術への布石） 
 

さらに長期的な視点では、三井物産は量子コンピューティングという、将来の産業構造を根底から覆

す可能性を秘めた技術領域にも戦略的な投資を行っています。具体的には、この分野のリーディン

グカンパニーであるQuantinuum社との戦略的パートナーシップやᵇ³、材料開発の高速化を目指す量
子・古典ハイブリッド計算プラットフォーム「QIDO」の立ち上げなどが挙げられます¹²⁵。 

これらの投資は、短期的な収益貢献を期待するものではありません。その目的は、この破壊的技術

の最前線に身を置き、技術の進化を間近で捉え、将来、この技術が実用化された際に、いち早く自

社の事業領域（金融、素材、エネルギーなど）に応用するための知見とネットワーク、すなわち「先行

者としての権利」を確保することにあります。ここで獲得している知財は、将来の事業機会を創出す

るための「オプション（選択権）」そのものと言えるでしょう。 

これらの事例を通じて、三井物産の投資戦略が、単なる資金提供に留まらず、未来の事業の核とな

る無形資産を獲得するための、極めて戦略的な知財活動であることが明らかになります。それは、

自社の弱みを外部の力で補い、自社の強み（グローバルネットワーク、事業開発力）を掛け合わせる

ことで、新たな価値創造を目指す、現代の総合商社ならではの洗練されたオープンイノベーションの

実践と言えるでしょう。 

 

当章の参考資料 
 

1.​ https://www.mitsuipr.com/news/2021/0225-2/ 
2.​ https://www.mitsui.com/solution/solutions/optimize/bearing-ai 
3.​ https://www.mol.co.jp/pr/2021/21009.html 

https://www.mitsuipr.com/news/2021/0225-2/
https://www.mitsui.com/solution/solutions/optimize/bearing-ai
https://www.mol.co.jp/pr/2021/21009.html


4.​ https://www.kline.co.jp/ja/news/other/other-20210217.html 
5.​ https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000107.000088544.html 
6.​ https://xeureka.co.jp/609 
7.​ https://www.mki.co.jp/news/solution/20240208-1.html 
8.​ https://www.mitsuipr.com/news/2024/0208-1/ 
9.​ https://www.mitsui.com/jp/ja/topics/2021/1242202_12154.html 
10.​https://www.mitsui.com/mgssi/ja/report/detail/__icsFiles/afieldfile/2025/01/08/2411kinoshi

ta0108_1.pdf 
11.​https://www.mitsui.com/jp/ja/company/outline/management/index.html, 

https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/meeting/pdf/ja_233_4q_chukei.pdf, 
https://www.mitsui.com/jp/ja/company/outline/dx_comprehensive/index.html 

12.​https://www.mitsui.com/solution/solutions/optimize/bearing-ai, https://bearing.ai/, 
https://www.mitsui.com​
/solution/contact?text=船舶燃費の最適化 /米Bearing社 

 

詳細分析③：パートナー/エコシステム戦略と共同知財 
 

三井物産の知財戦略の中で最も先進的かつ強力なアプローチが、有力なパートナー企業と共同事

業体（JV）を設立し、新たなデータ駆動型のエコシステムを構築する戦略です。このモデルにおいて、
知的財産はもはや単一の技術や特許ではなく、エコシステムを構成するプラットフォーム全体、そこ

から生まれる独自のデータ、そして参加者が増えるほど価値が高まるネットワーク効果そのものとな

ります。この戦略により、三井物産は自社の強みである事業開発力やグローバルネットワークと、

パートナーが持つ技術や顧客基盤といったアセットを組み合わせることで、単独では参入が難しい新

たな市場を創造し、その中で主導的な地位を確立することを目指しています。 

このアプローチの巧みさは、競争優位の源泉となる「データ」という無形資産を、パートナーと共同で

「創出し、保有する」点にあります。これにより、他社が容易に模倣できない、持続可能な競争上の障

壁を構築することが可能となります。 

 

ケーススタディ1：GEOTRA（都市DXエコシステムの創造） 
 

株式会社GEOTRAは、三井物産（出資比率51%）とKDDI株式会社（同49%）のJVとして2022年に設
立されました⁸⁴, ᵇ⁸。このJVは、両社の強みを完璧に融合させた好例です。三井物産は、スマートシ
ティ開発、不動産、インフラ事業などで長年培ってきた都市開発に関する深い知見と顧客ネットワー

クを提供します⁸²。一方、KDDIは、通信事業者として保有する膨大なauスマートフォンの位置情報
データという、他社にはないユニークなアセットを提供します⁸²。 
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GEOTRAの中核的な知的財産は、この両社のアセットを統合した「GEOTRA地理空間分析プラット
フォーム」です⁸¹, ⁸³。このプラットフォームは、KDDIから提供される位置情報ビッグデータを、個人が
特定できないように統計処理・匿名化した上で、AIと機械学習技術を用いて解析し、人々の移動手
段・時間・目的などを高精度にシミュレーションする「人流データ」を生成します⁸², ⁸⁴。このプライバ
シーに配慮しつつも極めて詳細な合成人流データこそが、GEOTRAの事業の根幹をなす、他社が模
倣困難な独自の知的財産です。 

GEOTRAは、このデータをSaaS型のプラットフォームやコンサルティングサービスとして、不動産デベ
ロッパー、自治体、小売業者などに提供します⁸⁴, ⁸⁶。顧客は、このデータを活用することで、都市計
画の策定、新規商業施設の出店計画、交通インフラの最適化といった意思決定を、勘や経験ではな

く客観的なデータに基づいて行うことが可能になります。三井物産とKDDIは、GEOTRAを通じて、単
に既存の市場で競争するのではなく、「人流データに基づく都市DX支援」という新たな市場そのもの
を創造し、その市場のルール形成者になろうとしているのです。 

 

ケーススタディ2：ダイナミックプラス（価格最適化エコシステムの構築） 
 

ダイナミックプラス株式会社は、2018年に三井物産が主導し（設立時出資比率62.6%）、ヤフー株式
会社（同34.0%）、ぴあ株式会社（同3.4%）と共同で設立したJVです⁷⁸, ⁸⁰, ᵇ⁷。この事業は、スポーツ
興行やコンサートなどのエンターテインメント分野において、需要と供給に応じてチケット価格をリア

ルタイムで変動させる「ダイナミックプライシング」をAIで実現するものです⁷⁵。 

このJVもまた、各社の強みを持ち寄ったエコシステム戦略の典型です。三井物産は事業全体の構想
とプロジェクトマネジメントを、ヤフー（現LINEヤフー）はAI技術とデータ分析基盤を、そしてぴあはチ
ケット販売における国内最大級のプラットフォームと顧客基盤を提供しました⁷⁸, ⁸⁰。このJVの中核的
な知的財産は、過去の販売実績、天候、対戦カードといった様々な変数を学習し、収益を最大化す

る最適な価格を自動で算出するAIアルゴリズムです⁷⁵。 

事業モデルは、ダイナミックプライシングの導入によって得られた増収分の一部をレベニューシェアと

して受け取るというもので、顧客の成功が自社の成功に直結するWin-Winの関係を構築していま
す。このアルゴリズムは、取引データが蓄積されればされるほど賢くなり、価格予測の精度が向上し

ます。これにより、先行者として市場を押さえ、データの蓄積量で後発を突き放すという、データビジ

ネス特有の強力な競争優位性（経済的な堀）を築くことができます。設立当初はエンターテインメント

分野から始まったこの事業も、現在ではホテル、駐車場、物流といった他のサービス産業へとその応

用範囲を広げています⁷⁸。 

これらのJV事例は、三井物産の知財戦略が、単一の技術を保護するという次元を超え、パートナー
シップを通じて「データの生成エンジン」そのものを構築し、そのエンジンから生み出される独自の

データを独占的・半独占的に活用する権利を確保するという、極めて高度なレベルに達していること

を示しています。これは、21世紀のデジタル経済において最も価値のある資産の一つが「独自の高
品質なデータ」であることを見抜いた、先見性のある戦略と言えるでしょう。 
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競合比較 
 

三井物産の知財戦略の独自性をより深く理解するためには、他の大手総合商社（三菱商事、伊藤忠

商事、住友商事）のアプローチと比較することが不可欠です。各社ともにDXや新規事業への投資を
加速させていますが、その根底にある知財に対する哲学や戦略的な重点領域には顕著な違いが見

られます。三井物産が産業横断的なデジタルエコシステムの構築に注力しているのに対し、三菱商

事は基幹産業における技術的優位性の確保、伊藤忠商事は消費者向けコンテンツIPの多角展開、
住友商事は人的資本を核とした価値創造を重視しており、各社の戦略はそれぞれの企業の成り立

ちや強みを反映したものとなっています。 

以下の比較表は、各社の知財戦略の主要な特徴を整理したものです。 

特徴 三井物産 
(Mitsui & Co.) 

三菱商事 
(Mitsubishi 
Corp.) 

伊藤忠商事 
(Itochu Corp.) 

住友商事 
(Sumitomo 
Corp.) 

中核となる知財

哲学 
エコシステム創

造とプラット

フォーム主導： 
IP（データ、プ
ラットフォーム、

ビジネスモデ

競争優位性の

確保： 中核とな
る産業（エネル

ギー、金属、機

械等）の競争力

を高めるための

コンテンツ・ブラ

ンドの収益化： 
消費者向けIP
（キャラクター、

ブランド等）を獲

得し、メディア

人的・組織的資

本の重視： 事
業ノウハウや多

様な人材、組織

能力そのものを

価値創造の源
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ル）を新たな産

業横断的事業

の基盤とする。 

独自技術を知

財で保護・活用

する。 

ミックス等で多

角的に収益化

する。 

泉となる無形資

産と捉える。 

主要な実行メカ

ニズム 
JV、CVC、社内
インキュベー

ション： 
GEOTRAのよう
なJV、
Bearing.aiへの
CVC投資、
e-dashのような
社内事業化を

バランス良く組

み合わせる。 

戦略投資とグ

ループシナジー

： 基幹事業を支
える技術への

投資（CVCファ
ンド等）と、三菱

重工などグルー

プ企業の強力

な知財を活用す

る。 

M&Aとライセン
ス契約： ブラン
ドやキャラク

ターの権利買

収、ライセンス

事業を通じて、

IPを軸とした垂
直統合型のバ

リューチェーン

を構築する。 

人材戦略とオー

プンイノベーショ

ン： 「Unlock 
Your Power」を
掲げる人材戦

略と、MIRAI 
LAB PALETTE
等の共創の場

を通じて新事業

を創出する。 

重点戦略領域 **DX（都市、海
事）、GX（脱炭
素）、ウェルネス

（AI創薬）**ᵇ³, 
⁸⁴, ⁸⁸, ¹²⁹ 

エネルギートラ

ンスフォーメー

ション（EX）、産
業向けDX、ライ
フサイエンス³⁸, 
⁴⁰, ¹⁰², ¹⁰⁶ 

メディア・エン

ターテインメント

（アニメ、ゲー

ム）、コンシュー

マーブランド、

デジタルリテー

ル⁴⁴, ⁴⁶ 

**DX、次世代エ
ネルギー、ヘル

スケア、農業（

CVCの投資
テーマとして）

**⁵¹, ¹⁰⁹, ¹¹⁰ 

代表的な取り組

み 
GEOTRA、
e-dash、ダイナ
ミックプラス、

Bearing.ai投
資、Xeureka（
Tokyo-1） 

AI・バイオ分野
向けCVCファン
ド、Geodesic 
Capital（
Snapchat投
資）、BBOXX・
Amogyへの投
資 

アニメ・キャラク

ター事業の垂直

統合モデル構

築、デジタルメ

ディアへの投資 

CVC（住商ベン
チャー・パート

ナーズ）、オー

プンイノベーショ

ン拠点「MIRAI 
LAB PALETTE」 

関連組織 CDIO、三井物
産戦略研究所 
知的財産室、

Moon Creative 
Lab 

全社横断の知

的財産ポリ

シー、三菱重工

等のグループ

各社の知財部

門 

各カンパニーの

事業部門が主

導するIP管理
（例：情報・金融

カンパニー） 

人事部門主導

の人材戦略、事

業開発部門に

よるオープンイ

ノベーション推

進 

この比較から、各社が「総合商社の未来像」に対して、根本的に異なる戦略的賭けを行っていること



が読み取れます。 

三菱商事は、その強力なグループ企業群（特に三菱重工業など）との連携を活かし、エネルギー転

換（MISSION NET ZERO）や産業インフラのDXといった、重厚長大な基幹産業領域における技術的
優位性をさらに強固にすることに注力しています³⁸, ⁴⁰。同社の知財戦略は、既存の強力な事業基盤
を最先端技術でアップグレードし、競争優位を維持・拡大することに主眼が置かれていると言えま

す。 

伊藤忠商事は、非資源分野、特に川下のコンシューマー領域に強みを持ち、その戦略を知財分野に

も展開しています。アニメやキャラクターといったコンテンツIPを軸に、川上（制作）から川中（流通）、
川下（商品化、リテール）までを一気通貫で手掛ける垂直統合モデルを構築し、IP価値の最大化を
図っています⁴⁴, ⁴⁶。これは、商社がコンテンツホルダーへと変貌を目指す、ユニークなアプローチで
す。 

住友商事は、住友グループの事業精神を背景に、人材こそが価値創造の源泉であるという思想が

色濃く反映されています。人的資本への投資を加速させ、「事業構想力」「リーダーシップ」「スピード」

といった組織ケイパビリティの強化を通じて、新たな事業を生み出すことを目指しています⁵¹, ⁵³, ⁵⁴。知
財戦略も、個別の技術特許よりは、優れた人材が事業を創造するプロセスで生まれるビジネスモデ

ルやノウハウといった、より広義の無形資産を重視していると推察されます。 

これらに対し、三井物産の戦略は、特定の産業領域に閉じることなく、複数の産業にまたがる新たな

「市場のインフラ」となるデジタルプラットフォームを創造しようとしている点で際立っています。

GEOTRAが都市開発と交通とリテールの未来を支えるインフラを目指すように、e-dashが全ての企
業の脱炭素経営のインフラを目指すように、同社は未来の産業の「OS」や「共通言語」を提供する役
割を担おうとしています。 

これは、既存市場を最適化する三菱商事や、既存IPを買収する伊藤忠商事の戦略に比べ、全く新し
い市場をゼロから創造する、よりハイリスク・ハイリターンな挑戦と言えます。しかし、成功した場合の

リターンは計り知れません。それは、単なる製品やサービスの優位性を超えて、未来の市場そのも

のを主導する「ゲームチェンジャー」としての地位を確立することを意味するからです。この野心的な

ビジョンこそが、三井物産の知財戦略を他社から際立たせる最大の要因であると結論付けられま

す。 
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リスク・課題 
 

三井物産が推進する、オープンかつ投資主導型でグローバルに分散した知財戦略は、俊敏性と革

新性を生む一方で、伝統的な自前主義の戦略とは異なる特有のリスクと課題を内包しています。こ

れらのリスクは、短期的な事業実行の側面から、中長期的なポートフォリオ管理、地政学的な変動に

至るまで多岐にわたります。同社が持続的な成長を遂げるためには、これらの課題に適切に対処す

ることが不可欠です。 

 

短期的リスク：実行と文化の課題 
 

最も直接的なリスクは、数多く立ち上げ、あるいは投資した新規事業を、計画通りに成長軌道に乗せ

ることができるかという「実行リスク」です。特にスタートアップ投資は本質的に成功率が低く、ポート

フォリオの一部が期待された成果を上げられない可能性は常に存在します。 

さらに、より根深い課題として、組織文化の変革が挙げられます。伝統的に安定した収益基盤を持つ

トレーディング部門と、不確実性が高く長期的な視点が必要な新規デジタル事業との間には、評価

指標や意思決定のスピード、リスク許容度において本質的な違いが存在します。CDIOが「総DX戦力
化」を掲げ、社員の意識変革を促していること自体が³³, ³⁴、この課題の存在を物語っています。既存
事業の「企業免疫システム」が、新しい事業の芽を拒絶したり、リソース配分を阻害したりするリスク
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は、決して小さくありません。この「社内カルチャーの相克」を乗り越え、全社的なイノベーション文化

を醸成できるかが、短期的な成功の鍵を握ります。 

 

中期的リスク：ポートフォリオとパートナーへの依存 
 

中期的な視点では、ポートフォリオの管理とパートナーへの依存が主要な課題となります。 

第一に、「技術流出のリスク」です。三井物産の戦略は、JV、M&A、外部パートナーとの共同研究な
ど、他組織との密な連携を前提としています。これはイノベーションを加速させる一方で、機微な技術

情報や事業ノウハウが意図せず流出する経路を複数生み出すことにも繋がります⁹⁷, ⁹⁸, ⁹⁹。特に、経
済安全保障の観点から国家間の技術覇権争いが激化する中、合法的な経済活動を隠れ蓑にした

技術窃取のリスクは増大しています⁹⁷。オープンな協業関係を維持しつつ、いかにして重要情報を守
るかという、高度な情報ガバナンス体制の構築が求められます。 

第二に、「パートナーへの依存リスク」です。GEOTRAがKDDIのデータに、ダイナミックプラスが提携
先のプラットフォームに依存するように、エコシステム戦略は本質的にパートナー企業の戦略や業績

に成功が左右されます。もしパートナーが戦略を変更したり、事業から撤退したりするようなことがあ

れば、JV全体の存続が危ぶまれる可能性があります。この「オーケストレーターのジレンマ」は、エコ
システムを主導する影響力を得る代償として、自社単独ではコントロールできない要素を抱え込むこ

とを意味します。 

第三に、「ポートフォリオの複雑性」です。海事AI、AI創薬、量子コンピュータ、都市DXなど、極めて専
門性が高く多岐にわたる技術ポートフォリオを適切に管理・監督するには、従来の商社パーソンとは

異なる高度な専門知識が不可欠です。投資先の技術や事業を深く理解し、的確な支援を行うための

専門人材が不足すれば、投資が単なる資金提供に終わり、戦略的な価値を十分に引き出せないリ

スクがあります。 

 

長期的リスク：地政学と技術的破壊 
 

長期的に見ると、よりマクロな環境変化がリスク要因となります。 

最も大きなものが、「経済安全保障を巡る地政学リスク」です。米中対立に象徴されるように、先端技

術は国家安全保障の中核と見なされるようになっています。三井物産が投資する米国のAI企業や量
子コンピュータ企業などが、将来的に外国政府による投資規制の対象となったり、技術移転が制限

されたりする可能性は否定できません¹⁰¹。グローバルに事業を展開する同社にとって、技術を巡る地
政学的変動は、事業の前提を揺るがしかねない重大なリスクです。 

もう一つは、「技術的破壊のリスク」です。同社が現在投資しているAIや量子技術は、それ自体が既



存の産業を破壊する可能性を秘めています。これは機会であると同時に、自らが賭けた技術が、さ

らに新しい別の技術によって陳腐化（ディスラプト）されるリスクも内包しています。特定の技術に過

度に依存することなく、常に次世代の技術動向を注視し、ポートフォリオを柔軟に見直していく俊敏性

が長期的な成功には不可欠となります。 

これらのリスクは、三井物産の戦略が先進的であるがゆえに直面する課題です。その成否は、これ

らの複雑なリスクをいかに予見し、巧みにマネジメントできるかにかかっていると言えるでしょう。 

 

当章の参考資料 
 

1.​ https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/online2025/message/cdio.html 
2.​ https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/online2023/message/cdio.html 
3.​ https://www.npa.go.jp/bureau/security/economic-security/index.html 
4.​ https://www.meti.go.jp/policy/economy/economic_security/best_practice2.0.pdf 
5.​ https://www.iwi.co.jp/blog/security/fraud/20250704-data-leak-prevention/ 
6.​ https://storage2.jimin.jp/pdf/news/policy/209004_1.pdf 

 

今後の展望 
 

三井物産の知財戦略は、世界の主要な政策、技術、市場の動向と密接に連携しており、今後の成

長に向けた強固な基盤を築いていると評価できます。今後の展望を占う上で、同社の戦略がこれら

のマクロトレンドとどのように共鳴し、進化していくかを考察することが重要です。成功の鍵は、既存

プラットフォームの深化と連携、生成AIのような新興技術の戦略的活用、そして複雑化する国際情勢
への巧みな対応にあります。 

 

マクロトレンドとの連携 
 

第一に、同社の戦略は国内外の「政策動向」と極めて高い整合性を持っています。GX（グリーントラ
ンスフォーメーション）領域では、e-dashや森林DXといった事業が、世界的なカーボンニュートラル
への移行という大きな潮流に乗っています。特に、日本政府がGXを成長戦略の柱と位置づけ、特許
庁が「GXTI（Green Transformation Technologies Inventory）」を公表して関連技術の可視化を進め
るなど⁹⁴, ⁹⁵, ⁹⁶、政策的な追い風が期待できる環境です。同様に、DX（デジタルトランスフォーメーショ
ン）領域においても、経済産業省の「DXレポート」が推奨する、個社を超えたデータ連携やビジネスモ
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デル変革といった方向性と、GEOTRAのようなエコシステム戦略は軌を一にしています⁹¹, ⁹³。 

第二に、「技術の進化」、特に生成AIの急速な発展は、同社の事業に新たな可能性をもたらします。
CDIOが言及するように、既に全社的な生成AIの活用環境を整備し、事業案件の創出にも着手して
います³³。今後の展開として、既存のプラットフォームに生成AIを組み込むことで、提供価値を飛躍的
に高めることが期待されます。例えば、GEOTRAの都市シミュレーションにおいて、新たな都市計画
が人流に与える影響を生成AIが自動でシナリオとして複数提示したり、e-dashにおいて、企業の特
性に応じた最適なCO2削減策を生成AIが提案したりといった応用が考えられます。 

第三に、「市場ニーズの変化」も同社の戦略を後押ししています。サプライチェーンの透明性、ESG
（環境・社会・ガバナンス）情報開示への要求、そして消費者や顧客からのパーソナライズされた

サービスへの期待は、ますます高まっています。e-dashが提供するCO2排出量の可視化や、
GEOTRAが提供する詳細な人流データは、まさにこれらの市場ニーズに応えるためのツールであり、
同社のプラットフォーム戦略の妥当性を裏付けています。 

 

将来の事業シナリオ 
 

これらのトレンドを踏まえ、三井物産の知財・事業戦略は以下のような形で進化していく可能性があ

ります。 

1.​ エコシステムの深化と連携： 現在は個別に運営されている各プラットフォームを連携させ、新た
な価値を創出するフェーズへと移行することが予想されます。例えば、Bearing.aiが持つ船舶の
運航データと、e-dashが持つCO2排出量算定ノウハウを組み合わせることで、貨物ごとの正確
な輸送時排出量を算定し、荷主に対して「グリーンシッピング」ソリューションを提供する。あるい

は、GEOTRAの人流データと、同社が投資するヘルスケア関連のデータを組み合わせ、特定の
地域における疾病予防やウェルネスサービスを最適化するなど、プラットフォーム間の「化学反

応」を意図的に起こしていくことが次の成長ドライバーとなるでしょう。この動きは、多くの事業が

「デジタルツイン」化していく流れと一致します。GEOTRAは都市の、Bearing.aiは船舶の、
e-dashは企業のカーボンフットプリントのデジタルツインを構築していると見なせます。これらの
デジタルツインを統合し、サプライチェーン全体の動きを仮想空間でシミュレート・最適化できる

サービスを提供できれば、それは他社にはない圧倒的な競争優位性となります。 
2.​ プラットフォームのグローバル展開： GEOTRAやe-dashといった国内で成功したビジネスモデ

ルを、三井物産が持つグローバルなネットワークを活用して海外市場へ展開していくことも有力

なシナリオです。各国の都市構造や規制の違いに対応する必要はありますが、社会課題の多く

はグローバルに共通しており、日本で確立したソリューションは他国でも高い需要が見込めま

す。 
3.​ 「マーケットメーカー」への進化： 最も野心的な展望は、同社が単なるプラットフォーム運営者か

ら、新たな「市場の創設者（マーケットメーカー）」へと進化することです。森林DXを通じてJ-クレ
ジットという無形資産を創出し、市場に供給していることは、その萌芽と言えます。将来的には、

GEOTRAが生成する匿名化された人流データや、e-dashが収集するサプライチェーンの環境
データなどを、プライバシーやセキュリティを確保した上で標準化し、企業間で取引できる「デー



タ取引市場」を創設・運営する可能性も考えられます。これは、かつて米や絹の先物市場を創

設した総合商社のDNAを、21世紀の無形資産の世界で再現する試みと言えるかもしれませ
ん。 

これらの展望を実現するためには、技術的な課題に加え、国際的なデータガバナンスや標準化、そ

して地政学的な分断（いわゆる「スプリンターネット」）といった複雑な課題を乗り越える必要がありま

す。しかし、これらの挑戦の先に、三井物産が次世代のグローバルビジネスにおける新たな主導権

を握る未来が拓けていると考えられます。 

 

当章の参考資料 
 

1.​ https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/online2025/message/cdio.html 
2.​ https://www.nomura-system.co.jp/contents/dx-report/ 
3.​ https://www.esd21.jp/news/c5a78bfe94268656365ac80bc2fe587f2711e653.pdf 
4.​ https://www.jpo.go.jp/resources/report/statusreport/2023/matome.html 
5.​ https://www.meti.go.jp/press/2023/05/20230530001/20230530001.html 
6.​ https://tokkyo-lab.com/chizai/gyoukainews-67 

 

戦略的示唆 
 

三井物産が展開する革新的な知財戦略の価値を最大化し、持続的な企業価値向上に繋げるために

は、これまでの「創出」と「獲得」のフェーズから、次の「統合」と「進化」のフェーズへと移行することが

不可欠です。本章では、経営層、イノベーション・投資チーム、そして各事業部門という三つの階層に

対して、具体的なアクションに繋がりうる戦略的示唆を提示します。これらの提言の根底にあるの

は、外部志向の知財戦略を成功させる最大の鍵が、実は「内部の変革」にあるという認識です。 

 

経営層への示唆 
 

1.​ 「無形資産ROI」フレームワークの構築と導入：​
伝統的なP/LやROICといった財務指標だけでは、データプラットフォームのユーザー数増加や
ネットワーク効果の強化、将来の事業機会を拓く技術オプションの価値といった、無形資産の本

質的な価値を捉えることは困難です。経営層は、これらの非財務価値を可視化し、投資判断や

事業評価に組み込むための新たな経営管理フレームワーク（例：「Intangible Asset ROI」）を開
発・導入すべきです。これにより、短期的な収益性を求める既存事業部門からの圧力に対し、
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長期的な無形資産投資の正当性を論理的に示すことが可能となります。 
2.​ 経済安全保障リスクのプロアクティブな管理体制の確立：​

技術覇権を巡る地政学リスクは、もはや事業環境の前提条件です。経営層は、CEO直轄のタ
スクフォースなどを設置し、技術ポートフォリオ全体にわたる地政学リスクを常時監視・評価し、

シナリオプランニングに基づく対応策（投資対象国の見直し、サプライチェーンの複線化、デー

タガバナンスの強化等）を事前に準備しておく必要があります。これは、守りのリスク管理である

と同時に、地政学的な変動をいち早く察知し、事業機会へと転換するための攻めのインテリジェ

ンス機能としても位置づけるべきです。 
3.​ 新旧事業の「化学反応」を強制するリーダーシップの発揮：​

新しいデジタル事業と伝統的な事業との間に存在する見えない壁を取り払い、意図的にシナ

ジーを創出することが経営の最重要課題です。例えば、物流部門にBearing.aiの導入を、金属
資源部門にe-dashの活用をトップダウンで指示するなど、新規事業を単なる「投資先」ではな
く、全社の競争力を高めるための「共通ツール」として位置づける強いメッセージと具体的なアク

ションが求められます。 

 

イノベーション・投資チーム（研究開発・事業化）への示唆 
 

1.​ 投資評価軸を「獲得」から「統合」へシフト：​
CVCやM&Aにおけるデューデリジェンスの重点を、投資対象の技術やチームの評価（獲得）だ
けでなく、「買収・出資後に、三井物産のどの事業と、どのように連携させ、シナジーを生み出す

か」という具体的な「統合プラン」の策定へとシフトさせるべきです。投資実行の意思決定段階

で、関係する事業部門を巻き込み、詳細なPMI（Post Merger Integration）計画を策定・合意す
ることを必須とすることが有効と考えられます。 

2.​ エコシステム構築の「型化（プレイブック化）」：​
GEOTRAやダイナミックプラスの成功・失敗体験から得られた学びを形式知化し、新たなエコシ
ステム型JVを迅速に立ち上げるための「プレイブック（定石集）」を開発すべきです。パートナー
選定の基準、共同知財の取り決め、ガバナンス体制の設計、事業立ち上げプロセスの標準化

など、成功の再現性を高めるための社内ノウハウを体系化することが、今後の展開スピードを

大きく左右します。 

 

事業部門への示唆 
 

1.​ 新規プラットフォームを競争優位の武器として活用：​
各事業部門は、e-dashやGEOTRAといった新しいプラットフォームを、自部門とは無関係な新
規事業として傍観するのではなく、自らの事業の競争力を強化するための武器として積極的に

活用する視点を持つ必要があります。例えば、食品・リテール部門はGEOTRAのデータを活用
してより精度の高い出店戦略を立案する、化学品部門はe-dash CFPを用いて顧客に「低炭素



素材」という付加価値を提案するなど、既存事業と新プラットフォームの組み合わせによって新

たな価値提案を創造することが求められます。 
2.​ 「インテリジェント・カスタマー」への進化：​

CDIOが目指す「総DX戦力化」³³の実現に向け、事業部門の社員一人ひとりが、自らのビジネス
課題を明確に定義し、それを解決するためにどのようなデータやAI技術が有効かを考え、イノ
ベーションチームに的確な要求を出せる「賢い顧客（インテリジェント・カスタマー）」へと進化す

る必要があります。そのためには、全社的なリテラシー向上のための教育・研修プログラムをさ

らに強化し、現場の課題と最先端の技術を繋ぐ人材を育成することが急務です。 

最終的に、三井物産が構築しつつある先進的な知財ポートフォリオが真の企業価値に転換されるか

否かは、技術そのものではなく、それを使いこなし、既存の強みと融合させることができる「組織能

力」にかかっています。同社がこの内部変革に成功した時、それは単に一企業の成功に留まらず、

21世紀における総合商社の新たな存在意義を示す、業界全体の変革の号砲となる可能性を秘めて
います。 

 

当章の参考資料 
 

1.​ https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/online2025/message/cdio.html 

 

総括 
 

本レポートで詳述した通り、三井物産の知的財産戦略は、伝統的な企業の知財管理の枠組みを大

きく超えた、動的かつ高度なものへと進化を遂げています。その本質は、特許出願件数のような単

純な指標で測ることはできず、むしろ同社の事業戦略そのものと不可分に統合された、未来の価値

創造エンジンとして理解すべきです。 

この戦略の核心は、イノベーションの源泉を社外に求める「オープン・イノベーション」の徹底と、単一

の技術や製品ではなく、データとネットワーク効果を中核とする「エコシステム」の構築を志向する点

にあります。社内インキュベーション（e-dash）、CVC投資（Bearing.ai）、そしてJV設立（GEOTRA）と
いった多様な手法を駆使し、DXとGXという時代の要請に応える形で、データプラットフォームや環境
価値といった新たな無形資産を次々とポートフォリオに加えています。これは、総合商社が持つグ

ローバルなネットワーク、事業開発能力、そして資本力という伝統的な強みを、デジタル時代の無形

資産創出へと応用した、理に適った進化の姿と言えます。 

競合他社がそれぞれ異なるアプローチを取る中で、三井物産の「エコシステム・オーケストレーター」

を目指す戦略は、最も野心的であり、成功した際のインパクトも大きいと考えられます。しかし、その

道程は平坦ではありません。技術流出や地政学的な変動といった外部リスクに加え、より本質的な

https://www.mitsui.com/jp/ja/ir/library/online2025/message/cdio.html


課題は、伝統的な巨大組織の内部に潜む「カルチャーの変革」と「新旧事業の融合」にあります。 

結論として、三井物産は21世紀の総合商社の新たなモデルを提示しうる、先進的な知財・事業戦略
の構築に成功しつつあります。今後の持続的な成功は、経営陣が複雑な外部リスクを巧みに舵取り

し、そして何よりも、獲得した未来志向の無形資産ポートフォリオの価値を最大限に引き出すため

の、全社的な組織変革と人材育成を断行できるかにかかっています。その挑戦の成否は、同社のみ

ならず、日本の産業界全体の未来を占う上でも重要な試金石となるでしょう。 
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